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2
物価高騰対応重点支援地方
創生臨時交付金事業

　物価高騰が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の
生活を維持する。
　給付費：34,730,000円
　事務費：829,741円

R6.6.14 R7.2.27 35,559,741 34,947,684 612,057

◆給付費（34,730,000円）
・非課税世帯：38世帯×100,000円＝3,800,000円
・均等割のみ課税世帯：30世帯×100,000＝3,000,000円
・子ども加算：8名×50,000円＝400,000円
・定額減税補足給付金対象者：1,106人＝27,530,000円
◆事務費（829,741円）
・消耗品費：62,837円
・印刷製本費：22,396円
・郵便料：63,448円
・振込手数料：87,060円
・委託料：594,000円

給付により、低所得世帯の物
価高騰の影響が緩和された。

町民課
総務課

7
物価高騰対応重点支援給付
金（住民税非課税世帯・子ど
も加算）

物価高騰が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生
活を維持する。
　給付費：15,000,000円
　事務費：208,061円

R7.2.4 R7.6.20 15,208,061 14,752,000 456,061

◆給付費（15,000,000円）
・非課税世帯：480世帯×30,000円＝14,400,000円
・子ども加算：30名×20,000円＝600,000円
◆事務費（208,061円）
・消耗品費：58,555円
・郵便料：78,912円
・振込手数料：70,594円

給付により、低所得世帯の物
価高騰の影響が緩和された。

町民課
総務課

11 プレミアム商品券発行事業
物価高騰の影響を受けた生活者に対してプレミアム商品券を発行する。
　給付費：14,306,000円
　事務費：1,488,178円

R7.3.14 R7.12.24 15,794,178 15,472,524 321,654

・印刷製本費：610,544円
・郵便料：356,463円
・換金業務委託：14,827,171円
　（うち、換金額14,306,000円）

給付により、生活者の物価高
騰の影響が緩和された。

町民課
総務課

12 社会福祉施設費等支援事業

　食料品価格やエネルギー価格高騰の影響を受けた社会福祉施設等に対
しての支援を行う。
　給付費：2,358,000円
　事務費：440円

R7.3.14 R7.4.25 2,358,440 2,358,440 0

介護保険施設（食材料費）：437,000円
障害者支援施設（食材料費）：330,000円
介護保険施設（光熱費）：691,000円
障害者支援施設（光熱費）：900,000円
振込手数料：440円

社会福祉施設等の経営安定
に繋がった。

町民課

13 畜産農家支援事業
　飼料価格等高騰の影響を受けた畜産経営者に対して負担軽減の支援を
行う。
　給付費：2,245,000円

R7.3.14 R7.3.25 2,245,000 2,245,000 0
牛繁殖農家：80頭×25,000円＝2,000,000円
羊繁殖農家：70頭×3,500円＝245,000円

畜産農家の経営安定に繋
がった。

農林課

13 福祉灯油購入費助成事業

　燃油価格高騰の影響を受けた令和6年度超県民税非課税世帯に対して
の支援を行う。
　給付費：1,440,000円
　事務費：53,036円

R7.2.4 R7.7.16 1,493,036 1,493,036 0
・郵便料：19,230円
・振込手数料：33,806円
・扶助費：1,440,000円

畜産農家の経営安定に繋
がった。

町民課

72,658,456 71,268,684


